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Ⅰ．はじめに
日本における税効果会計の研究は、これまで繰延税
金負債よりも繰延税金資産について扱ったものが多
かった。CiNii（国立情報学研究所 論文情報ナビゲータ）
において「繰延税金資産」及び「繰延税金負債」につ
いて検索すると、繰延税金資産は125件が検索される
一方で、繰延税金負債は14件にとどまる。このような
差が生まれる理由は、日本では繰延税金負債よりも繰
延税金資産が多額に計上されているためと考えられ
る。繰延税金資産が多額に計上された結果、その回収
可能性も問題になりつつあることもその理由だろう。
しかし繰延税金資産だけに着目して研究を進めても
良いのだろうか。確かに金額で見ると繰延税金資産の
ほうが重要であるかもしれない。しかし、回収可能性
の観点から見ると繰延税金負債の検討も必要であると
考えられる。なぜなら、繰延税金資産の回収可能性の
判断基準には「将来加算一時差異の十分性」も含まれ
ているからである（詳細は日本公認会計士協会監査委
員会報告書第66号『繰延税金資産の回収可能性の判断
に関する監査上の取り扱い』参照）。
そこで拙稿（中村［2008］）の対比として、本稿で
は繰延税金負債の発生原因について概観する。また、
繰延税金資産・負債の発生状況と評価性引当額（回収
可能性）の関係を分析する。
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Ⅱ．繰延税金負債とは
「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見
書」（以下「意見書」）では繰延税金負債を「将来の法
人税等の支払額を増額する効果を有し、法人税等の未
払額に相当するため、負債としての性格を有するもの」
（「意見書」二 ２）と考えている。もう少し理論的に考
えるならば、繰延税金負債は将来加算一時差異が解消
する期に課税所得を増額させる効果（税効果）を持つ
項目である。繰延税金負債は、課税所得を増額させた
結果として法人税等を発生させ、最終的にキャッシュ・
アウトフローを生じさせるという意味において負債で
ある。
「税効果会計に係る会計基準」は資産負債法を採用
しているため、繰延税金負債も負債の定義に合致しな
い（すなわち将来のキャッシュ・アウトフローをもた
らさない）部分は減額しなければならないことが会計
基準上規定されている（「税効果会計に係る会計基準」
第二　二 １）。しかし、将来加算一時差異はその解消
額を超える損失が生じない限り課税所得をもたらすた
め、繰延税金負債が決済されないことは考えにくい。
そのため、繰延税金負債について減額が検討されるこ
とは実務上無い。
Ⅲ．繰延税金負債の実態
本章では、中村［2008］と同様、有価証券報告書に
おける税効果会計に関する注記から繰延税金負債の発
生原因を明らかにする。
調査の対象は日経225採用銘柄のうち、金融・保険・
証券・その他金融に属する企業を除き、さらに純粋持
株会社を除いた145社である。この145社の2005年度お
よび2006年度の有価証券報告書を調査対象とした。
調査対象は個別決算である。その理由は中村［2008］
と同じく、連結決算では連結納税を行っていない限り
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繰延税金と評価性引当額が正確には対応しないからで
ある。また、純粋持株会社は、会社の性格上繰延税金
の発生が一般事業会社とは異なると考えられるために
外した。
１．繰延税金負債の内訳項目の多様性
2006年度における繰延税金負債発生原因を調査した
結果、その発生原因は40項目であった。145社のうち
１社のみの発生原因となっている項目が23項目と全体
の約６割を占めている（２社：４項目、３社：４項目、
４社：１項目、５社以上：８項目）。この割合は繰延
税金資産の発生原因とほぼ同じであり（中村［2008］）、
繰延税金負債も繰延税金資産と同様に様々な原因から
発生していることが見出せた。
図表１　繰延税金負債項目の多様性
２．繰延税金負債の発生原因のうち上位項目
図表２は繰延税金負債の発生原因のうち、企業数で
見た上位10項目である。図表３は繰延税金負債総額１） 
に占める各発生原因の金額割合の上位10項目である
（2005年度から2006年度）。
最も多い発生原因は、企業数、金額割合とも「その
他有価証券評価差額金」である。特に金額面で見た場
合、78.5％と圧倒的である。ただし、これは2005年度
から2006年度にかけての項目である。日経平均株価の
終値は、2006年３月31日では17,059円66銭、2007年３
月30日では17,287円65銭であった。しかし、2008年３
月31日は12,525円54銭と大幅に下落している。さらに
米国発の金融危機により2008年10月16日には8,500円
前後と2007年３月末の半値程度となっている。そのた
め新しいデータを用いるならば、発生原因は大幅に変
わっていると考えられる。このことは後述する繰延税
金資産の回収可能性にも影響を及ぼすかもしれない。
図表２　繰延税金負債発生原因上位 10 項目（企業数）
図表３　繰延税金負債発生原因上位10項目（金額割合）
３．「その他」について
繰延税金資産の発生原因（金額割合）では「その他」
として具体的な原因が示されていないものが14.1％
あった（中村［2008］）。繰延税金負債ではその割合は
2.2％であり、全体的に見れば重要性は低い。しかし、
５割以上計上している企業が２社ある。こうした企業
ではさらなる説明が必要であろう。
Ⅳ．繰延税金負債と評価性引当額の関係
１．仮説とサンプル
評価性引当額は繰延税金資産の回収可能性に関する
問題であり、繰延税金負債は直接には関係しない。し
かし、繰延税金負債は将来の課税所得を増加させる項
目であり、繰延税金資産の回収可能性を高める効果を
持つ。そのため、先に述べたように、繰延税金負債（将
来加算一時差異）の十分性は評価性引当額を決定する
項　　　　　　目 企業数
その他有価証券評価差額金 277
固定資産圧縮積立金 173
特別償却準備金 68
退職給付信託設定益否認 55
繰延ヘッジ損益 26
前払年金費用 22
海外投資等損失準備金 13
租税特別措置法準備金等 8
固定資産圧縮特別勘定積立金 6
買換資産圧縮積立金 6
探鉱準備金 6
その他 145
１社
23項目
58%
２社
４項目
10%
３社
４項目
10%
４社
１項目
３%
その他
８項目
20%
項　　　　　　目 項目／繰延税金負債総額
その他有価証券評価差額金 78.5％
固定資産圧縮積立金 7.9％
退職給付信託設定益否認 5.4％
租税特別措置法準備金等 1.9％
前払年金費用 0.7％
繰延ヘッジ損益 0.7％
合併差益 0.5％
特別償却準備金 0.5％
代替資産積立金 0.4％
合併受入固定資産評価益 0.3％
圧縮記帳特別償却積立金 0.3％
会社分割に伴う関係会社株式差額 0.3％
その他 2.2％
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要因の一つとなっている。
田澤・山形・國村［2005］や、中村［2006］は、回
帰分析を用いて繰延税金資産と評価性引当額の関係を
調査した。それらのモデルには繰延税金負債の変数が
あり、分析の結果、繰延税金負債が増えると評価性引
当額が減少するということが見出されている。
本章では繰延税金負債の大小が、引当率（評価性引
当額／繰延税金資産総額）の高低に繋がっているかど
うかを分析する。分析方法は、税効果会計に関する注
記における繰延税金資産総額と繰延税金負債総額の金
額を単純に比較し、純額繰延税金資産（繰延税金資産
＞繰延税金負債）となる企業と純額繰延税金負債（繰
延税金資産＜繰延税金負債）となる企業で評価性引当
額の引当率に差があるかどうかを平均値の差の検定（t
検定）を用いて調べた２）。
田澤・山形・國村［2005］や、中村［2006］の結果
からは次のような仮説が立てられる。
仮説：純額繰延税金負債を計上する企業の引当率は、
純額繰延税金資産を計上する企業の引当率より
も低い。
なお、分析対象となるサンプルは本稿で用いている
145社290サンプルのうち、評価性引当額を計上してい
る193サンプルである。
２．結果と解釈
仮説に基づいて平均値の差の検定を行った。純額繰
延税金資産を計上している企業の引当率平均は22.3％、
純額繰延税金負債計上企業では19.6％であり、後者の
方が2.7ポイント低い。しかし検定の結果、t値は－0.83
と有意な値とはならず、仮説は支持されなかった。
この結果からは、繰延税金負債の金額の大小が繰延
税金資産の回収可能性（引当率）の高低には繋がって
いるわけではないということが示された。これは繰延
税金負債が繰延税金資産の回収可能性の判断に用いら
れていない部分があることを示唆している。
前述のように繰延税金負債の発生原因のうち最も重
要なのは「その他有価証券評価差額金」である。この
評価差額金は日本公認会計士協会監査委員会報告第70
号『「その他有価証券」の評価差額に対する税効果会
計の適用における監査上の取扱い』（以下「取扱い」）
に関わる。「取扱い」では、スケジューリング不能な
評価差額に関しては純額の評価差損または評価差益に
ついて繰延税金資産又は繰延税金負債を認識すること
も例外処理として認められている。例外処理の場合、
売却益予定額（すなわち繰延税金負債に係る金額）は
将来の課税所得の見積もりに含めることはできない。
このことを鑑みると、繰延税金負債が多ければ引当率
が低いという結果にはならないことが理解できる。
Ⅴ．結論と今後の課題
繰延税金負債の発生原因について調査した結果、繰
延税金資産と同様に多様な項目から発生していること
が見出せた。しかし、発生原因としている企業数、繰
延税金負債総額に占める金額割合ともに重要なのは
「その他有価証券評価差額金」であった。
繰延税金負債と評価性引当額の引当率の関係をt検定
によって調査した。その結果、繰延税金負債が多いと
引当率が低くなるという関係は見出せなかった。ただ
し、それは繰延税金負債の多くがその他有価証券に係
るものであり、将来の課税所得の見積もりにはその金
額を利用できない（例外処理の場合）ためであること
が理由として考えられた。
新しいデータを用いると繰延税金負債はまた違った
姿を現すかもしれない。ゆえに、今後の課題は、新し
いデータを基に、繰延税金資産と繰延税金負債をあわ
せた形で分析を行うことである。
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１）ここで、繰延税金負債総額とは、税効果会計の注
記における繰延税金負債の各発生原因金額の合計
である。
２）純額繰延税金資産となったのは136サンプル、純額
繰延税金負債となったのは57サンプルであった。
